
9４６億４千万円
【前年度】890億4千万円（＋６．３%）

958億9千万円
  【前年度】904億9千万円（＋６．０%）

歳出決算額（B)

歳入決算額（A)

令和６年度（２０２４年度）決算概要

伊丹市 総合政策部・財政基盤部

令和６年度は、日本経済が緩やかに景気回復する一方で、物価の上昇に賃金の伸び

が追いつかず、市民生活は”ゆとり”を実感できない状況が続きました。

本市では、阪神間で初の中学校給食無償化を実施するとともに、児童くらぶや産後

ケア事業の充実など、積極的に「未来への投資」を実施し、市民の皆様が希望を抱くこ

とのできる「未来が輝くまちづくり」に取り組みました。

7億7千万円
【前年度】１１億円（△29.7%）

実 質 収 支 額

翌年度へ繰り越すべき財源（C)

４億８千万円

（A）-（B）-（C）
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令和６年度の主な取り組み

未来への投資 安全第一のまち

DXの推進 グリーン社会の実現

■ 子ども電子図書館の導入

■ データ連携型生成AIの導入
(生産性向上・働き方改革の推進）

■ 環境ビッグデータを活用して将来の
水道管路の破損確率を解析

■ 中学校給食の無償化

■ 私立保育園誘致により保育定員を拡大

■ 民間児童くらぶを誘致

■ 産後ケア事業の充実

■ 新庁舎グランドオープン(令和７年３月）

■ 学校体育館の空調設備を整備(1１校分）

■ 物資備蓄の強化 
(発電機・段ボールベッド・トイレキット）

■ 防災啓発イベントの開催
(阪神・淡路・大震災から３０年）

■ 民間企業と連携した体験型環境
啓発イベントや広報啓発を実施

■ 連携協定を結ぶ２市町と協働し、
市民参加型の自然環境保全再生
プロジェクトを実施

■ 公用車を電気自動車に更新
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業

令和６年度において、物価高騰の影響を受ける市民生活を支援するため、国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」２，９１５，５３１千円を

活用した物価高騰対策に取り組みました。

低所得世帯臨時特別給付金
定額減税補足給付金

非課税世帯臨時特別給付金

学校給食費等無償化事業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直面し、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対し、

１世帯当たり１０万円を支給するとともに、世帯内で扶養されている１８歳以下の子ども１人につき５万円を支給しました。
また、定額減税しきれないと見込まれる所得水準となる納税義務者に対し、減税しきれない額に応じた金額の支給を行いました。

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直面し、特に家計への影響が大きい住民税非課税世帯に対し、

１世帯当たり３万円を支給するとともに、世帯内で扶養されている１８歳以下の子ども１人につき２万円を支給しました。

子育て世帯の負担軽減を図るため、教育費の負担が大きい中学生については学校給食費を全額無償化し、小学生の学校給食費
については食材費上昇分を公費で負担しました。

２，１４４，５４１千円

６９２，７３３千円

３００，６９３千円

令和６年度決算額 ３，１３７，９６７千円

R５年度分の住民税非課税世帯へのこども加算【５万円】 R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯【１０万円】/こども加算【5万円】

R６年度低所得世帯【１０万円】/こども加算【5万円】 定額減税補足給付対象者

R６年度分の住民税非課税世帯【3万円】/こども加算【2万円】
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市税

329.1億
(34.3%)

国庫支出金

206.6億
(21.5%)

地方交付税

100.0億
(10.4%)

県支出金

62.7億
(6.5%)

市債

52.0億
(5.4%)

地方消費税交付金

47.8億
(5.0%)

地方特例交付金

11.6億
(1.2%)

その他

149.1億
(15.5%)

歳入決算（一般会計）の分析

令 和 6 年 度 一 般 会 計
歳 入 決 算 額

958.9億円
（前年度904.9億円）
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市債
52.0億円
【対前年度】＋17億6千万円（+51.2%）

新庁舎整備や消防施設整備に伴う地方債の発行により、前年度に比べ増となりました。

主な増減

・新庁舎整備事業債 16億7千万円（+9億7千万円）

・消防施設整備事業債  4億8千万円（+3億4千万円）
・保育所施設整備事業債  皆減（▲1億9千万円）

市税

定額減税等による個人市民税の減などにより、前年度に比べ減となりました。（地方特例交

付金による補てんを考慮すると、増となります。）

主な増減

・個人市民税 114億9千万円（▲5億6千万円）

・法人市民税   27億1千万円（▲1億8千万円）

329.1億円
【対前年度】▲7億1千万円（▲2.1%）

歳入総額   95,892,576千円 （R5 90,489,290千円）

【対前年度】   +5,403,286千円 （＋6.0％）
地方特例
交付金

市税の定額減税の減収補てん等により、前年度に比べ大幅増となりました。

11.6億円
【対前年度】＋9億1千万円（+366.2%）



扶助費

319.2億
(33.7%)

人件費

157.4億
(16.6%)

物件費

101.8億
(10.8%)

公債費

91.4億
(9.7%)

普通建設事業費

89.0億
(9.4%)

補助費等

88.0億
(9.3%)

繰出金

49.2億
(5.2%)

その他

50.4億
(5.3%)

歳出決算（一般会計）の分析

令 和 6 年 度 一 般 会 計
歳 出 決 算 額

946.4億円
（前年度890.4億円）
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扶助費

賃金・物価の上昇に伴う保育所保育委託料、障害福祉サービス費の増や、制度改正に伴う児童

手当の増等により、前年度に比べ微増となりました。

主な増減

・保育所保育委託料・施設型給付費 70億3千万円（+8億3千万円）
・障害福祉サービス費等 73億8千万円（+7億8千万円）
・児童手当交付金  33億7千万円（+3億7千万円）

319.2億円
【対前年度】＋21億円（+7.0%）

人件費

人事院勧告に伴う給与改定や、会計年度任用職員の勤勉手当の創設により、前年度に比べ増と

なりました。

主な増減

・給与・報酬等 150億5千万円（+11億3千万円）
・退職手当等  6億9千万円（ +5億6千万円）

157.4億円
【対前年度】＋16億9千万円（+12.0%）

普通建設
事業費

新庁舎整備事業や消防施設整備事業、また民間保育所整備に係る補助等により、前年度に比べ
増となりました。

主な増減
・新庁舎整備事業 22億9千万円（+13億8千万円）
・消防施設整備事業  5億5千万円（+3億9千万円）
・児童福祉施設整備事業 6億4千万円（+3億6千万円）

89.0億円
【対前年度】＋21億2千万円（+31.3%）

歳出総額   94,638,158千円 （R5 89,035,980千円）

【対前年度】   +5,602,178千円 （＋6.3％）



うち普通債350億5千万円
【対前年度】＋7億3千万円（+2.1%）（ ）

基金残高 財政調整基金 139億4千万円
【対前年度】＋38億4千万円（+37.9%）

● 市の貯金にあたる財政調整基金の残高は増加

統合新病院の建設費用の増嵩（インフレスライド）に備えるための積立等の結果、財政調

整基金の残高は139億4千万円となり、前年度に比べ増となりました。

（単位：億円）

R2 R3 R4 R5 R6

財政調整基金残高 49.7 58.9 72.5 101.0 139.4
（うち新病院分） - - - 21.4 50.9

市債残高
555億1千万円
【対前年度】▲36億9千万円（▲6.2%）

● 市の借金にあたる市債の残高は減少

新庁舎整備事業をはじめとした普通建設事業の実施に伴う借入で普通債残高は増加

しましたが、特例債の繰上償還を実施したため市債全体の残高は、前年度に比べ減とな

りました。

【普通債】・・・道路や建物の建設に使われた借金で、税金（市税）で返済していくもの

【特例債】・・・返済のための財源を国が手当するもので、国民全体の借金であるといえるもの

（単位：億円）

R2 R3 R4 R5 R6

年度末市債残高 609.5 646.0 651.1 592.0 555.1

うち普通債 288.2 331.2 355.3 343.2 350.5

うち特例債 321.3 314.8 295.8 248.8 204.6

（単位：億円）

市の貯金と借金
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実質収支の推移

【実質収支】・・・歳入歳出を差引したもの（形式収支）から、翌年度へ繰り越すべき財源を除いた実質的な収支

実質赤字比率※１ 行財政プラン目標値 連結実質赤字比率※１ 行財政プラン目標値

ー 発生させない ー 発生させない

R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6

ー ー ー ー ー ー ー ー

実質公債費比率 行財政プラン目標値 将来負担比率※2 行財政プラン目標値

4.3% R6年度で3%～7%程度 ー R6年度で15%～55%程度

R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6

4.5% 4.5% 4.6% 4.3% ー ー ー ー

※1 実質赤字や連結実施赤字比率が無い場合は、「－」と表記しています。
※2 将来負担比率が算定されない場合は、「－」と表記しています。

R3 R4 R5 R6

11億1千万円 9億円 11億円 7億7千万円

実質収支

7億7千万円
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47年連続黒字！

健全化判断比率等の推移



経常収支比率 ９３．８%

● コロナ禍において、一時的に比率が改善していたものの、再び上昇傾向

都市の成熟化により賃金上昇に伴う人件費の増加や、物価上昇に伴う物件費の増加等に

より、対前年度＋1.３%ポイントとなりました。

R2 R3 R4 R5   R6

経常収支比率 93.2 89.2 92.7 92.5    93.8
（阪神間平均値）    96.2    92.7    95.8    96.9   95.9（速報値）

（類似団体平均値）    93.3 89.4 91.8    92.5 93.5（速報値）

財政力指数

● 基礎的な財政力を表す財政力指数は前年度より低下

基準財政需要額の増加が基準財政収入額の増加を上回っており、財政力指数は低下する傾

向です。本市の指数は、阪神間及び類似団体の平均値と比較して低い状態が続いています。

R2 R3 R4 R5 R6

財政力指数 0.83 0.81 0.79 0.77 0.76

（阪神間平均値）     0.88    0.87  0.86 0.85   0.85（速報値）

（類似団体平均値）    0.91    0.92    0.91    0.90   0.90（速報値）

財政指標の推移

地方税・普通交付税などの経常一般財源が、人件費・扶助費・公債費などの
経常的な経費にどの程度充当されているかを判断する指標で、この比率
が低いほど弾力的な財政運営を行えることを意味します。

基準財政収入額を基準財政需要額で割った数値の過去3カ年の平均値で、
この値が１に近いほど必要経費を自らの税収で賄えることを意味します。

この値が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財
源に余裕があるといえます。

０．７６

【阪神間平均値】は、尼崎市、西宮市、芦屋市、宝塚市、川西市、三田市の平均値。
【類似団体平均値】は、国勢調査をもとにした人口と産業構造で分類された全国の市町村のうち、本市と同分類自治体の平均値。

7

0.7

0.75

0.8

0.85

0.9

0.95

1

R 2 R 3 R 4 R 5 R 6

88.0

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

R 2 R 3 R 4 R 5 R 6

類似団体
平均値

阪神間
平均値

伊丹市

類似団体
平均値

阪神間
平均値

伊丹市



将来を見据えた持続可能な行財政運営

本市では、更なる行財政改革を推進すべく令和3年度から令和6年度までを計画期間とする伊丹市行財政プランを策定し、「将来を見据えた持続可能な行財政運営

～少子高齢化時代における満足度の高い行政サービスの提供に向けて～」という基本理念に基づき、行財政改革の取組を進めてきました。

取 組
効 果 額

徴収体制の強化などの事務事業の見直しや効率化に取り組んだことのほか、収益事業収入などの臨時

的な効果により、取組効果額は29億2千万円となりました。また、計画期間全体の取組効果額は、計画値

を上回る113億5千万円となりました。
29億2千万円

● 取組効果額の内訳

R6決算
R3～R6
4年間計

 R3～R6
計 画 値

事務事業の見直し・効率化、組織力の強化 13.2億円 46.0億円 （15.7億円）

徴収体制の強化、

電力・ガス自由化による光
熱費対策 他

（一般会計） 7.0億円 25.7億円 （11.1億円）

徴収体制の強化 他 （特別会計） 6.2億円 20.3億円 （ 4.6億円）

公共私の協力関係構築 3.9億円 21.8億円 （ 1.5億円）

市有財産の売却 他 3.9億円 21.8億円 （ 1.5億円）

公営企業等の経営改革 12.1億円 45.7億円 （ 8.4億円）

収益事業収入の確保 他 12.1億円 45.7億円 （ 8.4億円）

取組効果額合計（一般会計＋特別会計） 29.2億円 113.5億円 （25.6億円）
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令和６年度

伊丹市行財政プラン（第６次行財政プランの総括）



財

政

規

律

項 目 細 目 R6決算
R3～R6
4年間計

規 律

政策的・投資的
事業の取組方針

投資的経費に係る一般財源※1 10.3億円 55.2億円 4年間で60億円以内
(毎年度あたり15億円以内で投資による財政効果の範囲内)

政策的経費に係る一般財源 11.1億円 26.2億円※2 4年間で20億円以内
(毎年度あたり5億円以内で行革努力の削減効果の範囲内)

市債の管理方針 投資的経費に係る市債発行額※1 33.1億円 145.6億円 4年間で260億円以内
（毎年度あたり65億円以内で投資による財政効果の範囲内)

基金の管理方針

公債管理基金 9.5億円 処分 39.6億円 積立
10年間の見込額平均（約77.0億円）を基準に積立及び取崩

決算剰余金の2分の1以上を優先的に積立

公共施設等整備保全基金 1.2億円 処分 12.3億円 処分 10年間の見込額平均（約5.6億円）を基準に積立及び取崩

一般職員退職手当基金 5.8億円 処分 8.1億円 積立 30年間の見込額平均（約7.5億円）を基準に積立及び取崩

財

政

指

標

項 目 細 目 R6決算
R3～R6
4年間計

目 標 値

基金現在高
標準財政規模に対する
財政調整基金の割合

18.8%※3 16.8～18.8% 17%～20%の範囲内

健全化判断比率

実質赤字比率 ー ー 発生させない（早期健全化基準11.30％、財政再生基準20.0％）

実質赤字がない場合は「－」と表示。

連結実質赤字比率 ー ー 発生させない（早期健全化基準16.30％、財政再生基準30.0％）

連結実質赤字がない場合は「－」と表示。

実質公債費比率 4.3% 4.3～4.6%
R6年度で3%～7%程度（早期健全化基準25.0％、財政再生基準35.0％）

実質公債費比率は３年平均。

将来負担比率 ー ー R6年度で15%～55%程度（早期健全化基準350.0％）

将来負担額が公債費充当可能財源等を下回る場合は「－」と表示。

資金不足比率 資金不足比率 ー ー 発生させない（経営健全化基準20.0％）

資金不足額がない場合は「－」と表示。

※3 財政調整基金の現在高は、新病院分を除く

※1 投資的経費に係る一般財源及び市債発行額については新庁舎整備分を含まない

※２ 規律を超える額は行財政改革の取組効果により補てん
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大綱1 安全・安心

事 業 名 説 明
決算
（千円）

SDGｓ

1
阪神淡路大震災３０
年啓発事業

阪神・淡路大震災から３０年の節目に、震災
の教訓と復興、今後の災害時の自助・共助意
識等の啓発を目的として防災啓発イベントを
開催。

２５１

2 新庁舎整備事業
令和７年３月に駐車場整備工事及び周辺道
路整備工事が完了し、グランドオープン記念
イベントを実施。

２，２２７，７６０

3 物資備蓄事業

避難所における生活環境を向上するため、避
難所となる小学校、共同利用施設等に対して、
発電機、段ボールベッド、トイレキット等の備
蓄の強化を実施。

１，９１５

4
雨水ポンプ場改築工
事・雨水幹線更新
事業

西野・中野東雨水ポンプ場外壁及び屋上防水
改修や北河原地区雨水管渠改築工事実施設
計等を実施。

９８，２３０

5
学校施設における応
急給水設備整備事業

給水車からの直接給水だけでなく受水槽か
らの拠点給水を可能とする給水バルブを緑
丘小・昆陽里小・伊丹小・神津小を除く22校
（小・中・高等学校）の受水槽に設置。

１２，６０９

6
消防車両整備更新
事業

荒牧・池尻小型水槽付消防ポンプ自動車、西
署救助工作車及び東署第１救急自動車の計４
台を更新。

４１１，２０１

大綱2 育ち・学び・共生社会

事 業 名 説 明
決算
（千円）

SDGｓ

1
学校給食無償化等
事業

子育て世帯の負担軽減を図るため、中学校給食
の無償化を実施し、小学校給食の食材費高騰分
を支援。

３０６，０５０

2
民間児童くらぶ誘致
事業

児童くらぶ利用希望者の増加や多様化するニー
ズに対応するため、伊丹小学校地区、稲野小学
校地区に民間児童くらぶを誘致。

１７，７９８

3
私立保育所等整備
事業

保育所等における待機児童の解消を図るため、
認可保育所を整備する民間保育事業者に対し、
施設整備費等の補助を実施し、私立保育園３園
が令和７年４月に開園。

６４３，７５２

4
不登校対策
パッケージ事業

不登校対策支援員等の専門職と協働するなど、
新たな重層的なチームによる不登校対策を実施。

９９，６５６

5
学校体育館空調設備
整備事業

児童生徒の熱中症予防及び、避難所環境の向上
を目的に、令和７年度までの２カ年で整備するう
ち、令和６年度は小学校７校・中学校４校で整備
を実施。

４３２，６４５

6
子ども電子図書館
事業

学校や家庭などでいつでも読書を楽しめる電子
図書館を導入し、主に幼児から中学生を対象と
した電子図書約１,５００冊を購入。

６，７５０

令和６年度 第６次伊丹市総合計画に基づく主な事業
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大綱3 健康・医療・福祉

事 業 名 説 明
決算
（千円）

SDGｓ

1
高齢者の保健事業と介
護予防の一体的実施
事業

高齢者に対するフレイル予防の啓発を効果
的に進めるため、口腔機能低下（オーラルフ
レイル）予防に関する健康教育を実施。

８５２

2
市立伊丹病院統合再
編整備事業

東棟、職員宿舎・保育所棟、立体駐車場を整
備し、仮運用を開始。また、既存施設の部分
解体、西棟整備工事に伴い確認された土壌
汚染対策工事に着手。

６，４８２，１０７

3
帯状疱疹ワクチン接種
費助成事業

帯状疱疹の発症及び重症化予防を図るた
め、任意で帯状疱疹ワクチン接種を受ける
方の接種費用の助成を実施。

３，８８０

4
住民税非課税世帯等
臨時特別給付金事業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直
面し、特に家計への影響が大きい住民税非
課税世帯等に対し、臨時特別給付金を支給。

２,８３５,０１８

5
地域生活支援拠点等
の機能強化

障がい者が住み慣れた地域で安心して暮ら
していけるよう、夜間・休日等緊急時の相談
に対応できる相談支援体制を整備。

４，６４８

6 産後ケア事業の充実

安心して子育てができる環境を整備するた
め、宿泊型・通所型サービスを利用できる
施設の追加及び通所型サービスでの利用時
間の拡充を実施。

８，４２１

大綱4 市民力・にぎわい・活力

事 業 名 説 明
決算
（千円）

SDGｓ

1
地域活動拠点整備
事業

いたみ交流センターの建築工事等を実施し、令
和７年４月に供用開始。

４０６，２２７

2
地域総括交付金交付
事業

地域自治組織に対し、地域における自立的なま
ちづくり活動について地域総括交付金を交付。

２６，３２０

3
日本遺産推進（清酒発
祥の地PR）事業

日本遺産及び「清酒発祥の地 伊丹」の認知度向
上や域内への誘客を図るため、講座等の実施や
大阪・関西万博2025に向け観光パンフレット等
PRツールを制作。

３，５６２

4
文化会館及び音楽
ホール設備等改修
事業

安全で快適な利用環境の維持のため、文化会館
の舞台音響設備改修工事等を実施。

２７，１８１

5
伊丹市文化振興ビジョ
ン策定事業

本市が目指す文化振興施策の方向性を示す「伊
丹市文化振興ビジョン（令和７年度～令和１８年
度）」を策定。

４１６

6 創業支援事業
地域経済の活性化と雇用の創出を目的に、各種
セミナーの実施や創業者に対し事業所等の賃借
料等の一部補助を２３件実施。

１０，２３９

令和６年度 第６次伊丹市総合計画に基づく主な事業
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大綱5 環境・都市基盤

事 業 名 説 明
決算
（千円）

SDGｓ

1 デコ活推進啓発事業
官民連携で日常生活に密着した住宅、家電、
自動車、省エネ、再エネ等をテーマにした体験
型環境啓発イベントや広報啓発を実施。

1,009

2
昆陽池公園トイレ改修・
更新事業

昆陽池公園の多目的広場トイレを、公園の景
観に調和し、環境にやさしく、災害にも対応し
た、誰もが安心して快適に使える「人と環境
にやさしいトイレ」に更新。

９８，６４８

3
市営住宅等整備保全
事業

市営住宅等整備計画に基づき、耐震補強工
事及び外壁・屋上防水改修工事及び単身高
齢者世帯の住宅確保に向けて住戸タイプの
小型化工事を実施。

３７０，５１３

4
モビリティ・マネジメン
ト推進事業

市内在住の小学生を対象に、夏休み期間中、
市営バス等が乗り放題になる乗車券「いた
みっ子おでかけパス」の販売やスタンプラ
リーを開催。

６２４

5
道路維持補修事業（舗
装補修、共同調査研
究）

安全で快適な道路を維持するための舗装補
修工事及び（一財）地方自治研究機構と共同
で、空洞化リスクのある道路の調査・分析等
を実施。

５６，５９２

6

水道管路AI劣化予測
診断・人工衛星画像を
活用した広域漏水調査
事業

水道管路の情報と環境ビッグデータを組み
合わせて、将来の水道管路の破損確率を高
精度に解析。人工衛星画像を活用して漏水疑
い箇所を抽出。

１３，１２５

大綱6 参画と協働・行政経営

事 業 名 説 明
決算
（千円）

SDGｓ

1
データ連携型生成AI導
入事業

業務における生産性や品質の向上、働き方改
革を推進するため、データ連携型生成AIを導
入。

５５６

2
地方公共団体情報シス
テム標準化・共通化事業

令和６年度から２カ年かけて、国が推進するシ
ステム標準化・共通化への対応を実施。

２，７１８

3
戸籍総合システム改修
委託事業

令和７年度の開始に向け、戸籍へ氏名の振り
仮名を追加するためのシステム改修を実施。

４，６６４

4 車両更新事業
2050年の脱炭素社会実現に向け、更新時期
を迎えた公用車７台を電気自動車に更新。

９，４６９

5
期日前投票所の拡充
事業

投票の利便性向上のため、大型商業施設に期
日前投票所を設置する準備を実施。

３，２１９

6 職員採用事業

多様化する市民ニーズに的確に対応するべく、
質の高い人材を引き続き確保していくため、イ
ンターンシップ事業を拡充するとともに、SNS
による情報発信を実施。

２，３１２

令和６年度 第６次伊丹市総合計画に基づく主な事業
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市役所新庁舎を令和4年１１月に供用開始し、
旧施設の解体・外構工事を経て、令和７年３月
グランドオープン

笹原公園に備蓄倉庫を整備するとともに、災
害対応物資の整備や備蓄を強化

断水時の拠点給水を可能とする応急給水バ
ルブを小・中・高等学校２２校の受水槽に設置

大綱
１

第６次伊丹市総合計画 前期実施計画の総括

計画期間の令和３年度から令和６年度は、新型コロナウイルス感染症の蔓延から収束と生活環境が大きく変化するとともに、エネルギーや食料品等の物価高騰が市民生活

を直撃しました。感染拡大や物価高騰の影響を受けた地域経済や住民生活を支えるための給付や支援を迅速かつ機動的に対応しつつ、「新庁舎整備」「子育て支援の充実」

「統合新病院の整備」「ゼロカーボンシティの実現」「DXの推進」など市の発展や魅力向上に資する事業に積極的に取り組み、９８.７％の実施施策で、目標を「ほぼ達成」また

は「十分達成」しました。

中学校給食費を無償化するとともに、小学校
給食費の食材費上昇分を公費で支援

待機児童対策として公立こども園の整備や
民間保育所１１カ所の整備を支援（定員６１０
名増）

保育所等を２人以上同時利用時の第２子保
育料の無償化

大綱
2

統合新病院の整備工事に着手

「いたみ総合保健センター」を令和４年１１月に
供用開始

中学生までの医療費の完全無償化、高校生世
代の入院費無償化

大綱
３

新庁舎開庁にあわせスマート窓口や公衆Wi-
Fiを整備

転出届や住民票の写し等のオンライン申請
サービスを開始し、クレジットカード等のオン
ライン決済機能を充実

水道料金・下水道使用料の基本料金・基本使
用料を減免（通算５期１０か月）

大綱
６

市民や事業者に対し太陽光パネル等の共同
購入を支援し、たみまる太陽光クラブの加入
を促進

市バスの混雑状況や車両位置等が検索でき
る「いたみバスナビ」を運用開始

昆陽池公園の多目的広場にデザイントイレを
整備

大綱
５

瑞穂小学校区、鈴原小学校区、伊丹小学校区
において共同利用施設等を集約し、地域活動
拠点を整備

コロナ禍の消費喚起や物価高騰対策として
商店街等が取り組むプレミアム付商品券の
発行を支援

みやのまえ文化の郷に博物館の機能を統
合した「市立伊丹ミュージアム」を整備

大綱
４

計画年度中（R3～R６）の主な取り組み

安全・安心 育ち・学び・共生社会 健康・医療・福祉

市民力・にぎわい・活力 環境・都市基盤 参画と協働・行政経営

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■
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